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序章 

 

本研究では、リサイクルについての理論的検討と欧州における現状分析を踏まえて、資

源リサイクルの環境保全への有効性を検討する。実証分析ではとりわけドイツにおいて包

装廃棄物規制令に基づいて実施されているデュアル･システム･ドイツ社のリサイクル事



 
 
国際関係論集 1，April 2001 

業を事例に、包装材リサイクルの現状と問題点を考察する。 

今日、地球規模で深刻な問題となっている環境問題は、これまである程度原因が解明さ

れ、また環境保全型社会という一定の合意された理想型が描かれているのにもかかわらず、

対策は遅々として進まない。それは、問題の根本にある過剰な資源の採取と過剰な排出形

態が、既存の社会システムと価値観に深く根ざしているものだからであろう。テッド・ト

レイナーは、1985 年の時点ですでにこのことを主張していた1。 

よって、過剰な資源の採取と過剰な排出をくいとめることを目的とした取り組みが、現

在の社会のなかでどのように認知され、どのように進展し、どのような問題点を抱えるか

を考察することは、今後の環境対策の進展に重要な意義を持つといえるだろう。過剰な資

源の採取と排出をくいとめるには、（1）採取量を減らす（2）より環境負荷の少ないもの

に代替する（3）利用する資源を循環させる という３つの方法しかありえない。このう

ち、（3）の資源の循環が、最も手をつけやすい方法としてかつてより取り組まれてきた。

これは、これまで一方通行だった資源利用を循環させることで、インプットもアウトプッ

トも小さくし、環境に与える影響を減らそうというものである。その最たるものがリサイ

クルである。 

一方で、リサイクルには数多くの批判が存在してきた。中核を成すのが、エントロピー

論に基づいた「リサイクルは未使用資源の採取を減らすことにはつながらず、むしろ大量

生産、大量消費と共存しうる」2という批判である。またリサイクルは資源の利用の優先

順位からしても、廃棄物管理の優先順位からしても位置付けが低い、という指摘も多い3。

だが、90 年代に入って各国では急速にリサイクルの法制度化が進みつつある。欧州では、

廃棄物対策という要因から、家庭からの一般廃棄物のなかで重量、体積ともに一定の割合

を占める包装廃棄物について政府主導の対策が進められてきた。包装材製造企業、使用企

業に対してリサイクルを命じることで、包装材の減量化や軽量化、リサイクルが進み、資

源の採取の減少と循環に成功しつつあるといわれている。日本でも近年容器包装リサイク

ル法が施行され、適応される包装材の範囲も広まってきてはいるものの、収集しても受け

ざらが間に合わない、リサイクルが始まってかえってペットボトルの使用量が増えたなど、

多くの問題が浮き上がってきている。 

さまざまな批判的議論がなされつつ、現状では普及しつづけているリサイクル。リサイ

クルの抱える真の問題とは何なのだろうか。リサイクルは環境保全型社会の実現に向けて、

一定の役割を果たしうるのだろうか。 

ここでは、エントロピー論を出発点にリサイクル問題の理論的検討を行い、欧州の包装
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材リサイクルと、欧州のなかでも早い段階から法制度化されているドイツのリサイクル事

業の分析を通じて、リサイクルの持つ位置と今後の課題を考察したい。 

 

第１章 リサイクルの持つ位置 

 

第 1 節 リサイクルをめぐる議論とその展開 

 

（1）エントロピー論の系譜 

(a)エントロピーの基本概念 

リサイクル批判の一つの理論的枠組みとして使用されてきたのが、エントロピー論であ

る。エントロピーは、そもそも熱力学の重要な概念の一つとして、1865 年にルドルフ・

クラウジウスが提唱したものであるが、その後経済学者らによって環境問題への応用が試

みられた。 

 エントロピーとは、一言で言って「非可逆過程が起こると増大するもの」4である。非

可逆過程とは、変化が自然にもとには戻らない性質のものだが、もっとわかりやすくする

には振り子を考えるとよいだろう5。振り子を振動させると、おもりの位置が移動するに

したがって位置エネルギーと運動エネルギーは相互に転換し、入れ替わる。しかし、位置

エネルギーと運動エネルギーの和は常に一定である（熱力学第一法則、エネルギー保存の

法則）。しばらく振り子を見つめていると、振り子の振幅は次第に小さくなり、位置エネ

ルギーと運動エネルギーの和（力学的エネルギー）は次第に小さくなる。これは振り子の

支点の摩擦や、空気の抵抗によって力学的エネルギーが熱エネルギーに変わったためであ

る。そのため、力学的エネルギーと熱エネルギーを合計すれば、やはりエネルギーは一定

の値に留まり、エネルギーは保存されているといえる。しかし、ここで熱エネルギーにな

ってしまったものは、自然に位置や運動のエネルギーには戻らない。さらにこの熱エネル

ギーも最初は振り子の温度を少し上げるが、やがて周囲に散らばっていってしまう。この

ように力学的エネルギーや熱エネルギーが散逸する過程が、非可逆過程である。 

 このような性質上、一度エントロピーが増大するとそのままでは減少させることはでき

ない。もう少し正確に言うと、外部との間にエネルギーや物質の出入りのない孤立系にお

いてはエントロピーは増大することはあっても減少することはないのである。これは

1851 年に確立された熱力学の第二法則と関わっても説明することができる。熱力学の第

二法則は、もしも熱の移動があるとすれば、それは高温物体から低温物体への一方方向の
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動きであり、その逆はないことを公理として認めたものである。これをエントロピーで表

すと、低温物質の受け取るエントロピーは、その時々に吸収した熱量ｄQ をそのときの絶

対温度 T で割った値（ｄQ／T）の積算したものとなる6。そのため、孤立系では系の内部

で起こる非可逆過程が生成させた分だけエントロピーが増大し、熱の出入りのある系では

ｄQ／T プラス非可逆過程が生成させた分だけエントロピーが増大することになる。それ

では、このエントロピーが環境問題へどのように応用されていったかを見ていこう。 

 

(b)環境問題への応用 

経済学の分野では、ウィリアム・カップ（『私企業の社会的費用』1950 年）や柴田敬（「壊

禍法則」1951 年）らによって今日の環境問題が予期されていたが、エントロピー法則を

経済と環境問題にかかわらせたのはケネス・ボールディングだった7。ボールディングは

「組織体の測定と評価にかんする諸問題」（1960 年）において「生産は、高いエントロピ

ーをもつ「屑」を他の場所に生み出すという代償をまぎれもなく払ってエントロピーを分

離し、高度の秩序をもつ低いエントロピーの「生産物」（商品）を作りあげる」と述べ、

また「来たるべき宇宙船地球号の経済学」（1966 年）にて、エネルギーさえ十分に利用で

きるならあらゆる物質は絶え間なくリサイクルできるとした8。 

これに対してジョージェスク=レーゲンは、熱ばかりではなく物質もまた拡散する、と

してボールディングのリサイクル論をくりかえし批判した。人間の経済活動はエントロピ

ー増大を加速し、いったん広い空間に拡散してしまった物質は、いくらエネルギーを投じ

ても有限な時間内にもとの形まで寄せ集めることが不可能であるとしたのだ。こうした考

察の結果、ジョージェスク=レーゲンは、地下資源に耽溺した現代の先進工業諸国の経済

については定常状態の維持さえ無理であり、生産の縮小が不可欠であるとしている9。こ

の説が、現在のリサイクル批判の一つの原点になっている。 

一方、槌田敦は、両者が孤立系で定義されたエントロピー概念を使用していると指摘し

た10。地球は大気と水の循環により余分なエントロピーを放射熱として宇宙に処分し、気

象現象を維持している。生態系は地域的な養分の循環と深海も含めた地球規模の養分の大

循環によって（そして、物エントロピーの一部は熱エントロピーに転化し、やはり宇宙に

捨てられることによって）維持されているという。これと同様に経済活動も、資源を取り

入れることができ、廃物・廃熱を捨てることができ、内部での循環を保つことができれば、

エントロピーは増大せず同じ状態を長く維持できる。すなわち、物質循環は可能であると

したのだ。そして現在は、エネルギー資源の枯渇の心配がないためにふんだんに使用しす
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ぎて廃棄物処分場の枯渇という大問題を発生させていること、またそれを解決すべく実行

されている廃棄物のリサイクルという補助金行政、先進国の補助金による農業政策などが

虚構の需要をつくりだすことで、商業による物質循環をかく乱させているという。 

  

（2）リサイクル批判の整理と展開 

リサイクルに対する批判を分類し、整理する方法はすでに鷲田豊明が行っているが11、

エントロピーの視点を加えて再検討してみよう。 

エントロピー論にもとづくリサイクル批判には、リサイクルの過程自体に注目するもの

と、全体量の変化に注目するものがある。前者はたとえ物質をリサイクルしようとしても、

その間に費やす物質とエネルギーはさらに拡散し、リサイクルの過程自体がエントロピー

を増大させるものだという主張で、サンディー・アーヴィンが『グリーン・コンシューマ

リズムを越えて』のなかで行っている12。後者は、リサイクルをすることによって未使用

資源の利用が減るとは限らず、未使用資源の利用が減らなければ全体のエントロピーは増

えこそすれ、減ることはないというものである。ジョージェスク=レーゲンの、拡散しつ

づける物体を有限な時間内に完全にリサイクルすることはできないという主張はこの両

者をあわせたものと考えることができる。 

リサイクル批判の二つ目は、リサイクルが資源の大量使用に対する心理的な促進効果を

もつというものである。その根本にはリサイクルという言葉が免罪符として働くことに対

する危惧がある。 

そして最後は、再生資源の市場が健全になりたたない状況を指して、リサイクルそのも

のを批判する主張である。政府の補助金政策、市民のリサイクル運動などが本来の再生資

源市場を脅かすことを指摘したり、再生資源の需要の少なさなどを指摘する。槌田敦の行

ったリサイクル批判はこれであった。 

だが、鷲田豊明が主張するように、リサイクルの物理的過程と経済的過程は分けなけれ

ばならない13。またここで、物質が環境に及ぼす影響はエントロピーだけではなく、生化

学的影響（有害性）があることも忘れてはならない14。そのため、リサイクルが環境に及

ぼす影響を判断するには、エントロピーを基礎とする物理的過程と、有害性を考慮する生

化学的過程を総合したもの、すなわち自然科学的過程に対する検討が必要ということにな

る。さらに付け加えれば、社会的過程をも分けるべきである。自然科学的過程はエントロ

ピー論および生化学的影響から検証する必要があり、心理的な作用、社会に与える影響を

含む社会的過程は社会学の視点から、経済的過程は経済学から検討しなければならない。
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これまでのリサイクルに対する議論は、エントロピーについての理解が共有されていない

上に、自然科学的・社会的・経済的視点がはっきり分けられないままに行われていること

が多く、そのために混乱をまねいてきたのだといえよう。 

以上のようなリサイクルに関する批判を整理し、検討するとどうなるのだろうか。エン

トロピー論に基づく批判の前者（リサイクルの過程に着目）は、その時点でその製品のみ

をとりあげた孤立系のなかで論じているものと思われる。すなわち、本来はある一定期間

の一定規模の社会の中で見たときに、リサイクルによってエントロピーが増加しているか

いなかで判断するべきであり、これは後者の判断方法と合致する。ここで、リサイクルの

自然科学的過程における適切性を判断するには、リサイクルをしなかったときに比較して

エントロピーは低く、有害な生化学的影響も少ないことが重要になる。エントロピーを低

くするには、地球の４つの循環にのせるか、使用する物質・エネルギーの量をへらすかど

ちらかになるだろう。これらを総合的に判断するために、ライフサイクル・アセスメント

（LCA、後述参照）という手法が重要になってくる。これに加えて、社会に与える影響が

自然科学的過程もふくめて環境保全にプラスに作用すること、経済的になりたつことの３

項目を達成しなければ、リサイクルは適正であるとはいえない、ということになる。では、

一般論としてはこのように難しいリサイクルがなぜこれまで進んできたのだろうか。欧州

の包装材リサイクルを例に、現状を振り返り、そしてもう一度リサイクルの持つ位置を考

えてみたい。 

 

第 2 節 欧州における環境問題とリサイクル 

 

ここでは、欧州における包装材リサイクルの進展と環境対策の潮流から、リサイクルの

持つ位置について検討したい。数多いリサイクルの中で欧州の包装材リサイクルを取り上

げた理由は、法制度化が進み地域的な広がりを見せていること、包装材という性質上多様

な素材を含み、製造者、輸入業者、充填・梱包業者、小売業者、リサイクル業者など多種

の業界が広い分野にわたって関与していることなどである。 

 

（1）環境問題の認識と包装材リサイクルの進展 

欧州でははやくから欧州連合（EU）レベルでの環境政策を積極的に打ち出してきた。

各国の国境が隣接しているため、ライン川汚染、北海汚染、酸性雨問題などのように、一

国がもたらした環境汚染が容易に国境を越えてしまうこと、また各国が異なった環境政策
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を実施した場合に欧州内の自由貿易や市場にも影響を与える懸念があることなどが背景

にある15。 

包装材リサイクルが欧州で始まる最初のきっかけになったのは、デンマークの「ビール

及び清涼飲料の容器に関する法令」で、1984 年からビールと清涼飲料水について使い捨

ての缶を禁止し、デポジット制度の義務付けを導入した。これによって缶ビールのデンマ

ークへの輸出が困難になったドイツは、EC 委員会を動かし、デンマークの使い捨て容器

禁止とデポジット制度の義務付けを非関税障害であるとして 1986 年、欧州裁判所に提訴

した。いったんは違法の判決が出たが、結局 1988 年に 

①デンマーク法は EC 域内の自由貿易を阻害（数量規制と同等な効果を有する） 

②ただし、国内製品と輸入製品に等しく適用され、かつ EC 法の定める必須の要件を満

たすため必要であれば、それは容認される。 

③必須の要件の一つである環境保護を目的とした妥当な範囲の規制であれば、ローマ条

約第 30 条（自由貿易阻害措置禁止規定）の例外となりうる。 

との判決が出た16。 

同時に、各国内部では廃棄物の処分場減少の問題が深刻化していた。包装材は、ことに

家庭からの廃棄物のなかで大きな割合を占めており、デンマークの動きにあわせるような

形で、各国でも包装廃棄物に関する取り組みが進み始めた。1990 年からベルギー内の各

地で包装廃棄物回避のテスト・プロジェクトが行われ17、1991 年にはデンマークで輸送

用包装材のリサイクルに関する任意協定が結ばれた。これは、2000 年までに輸送用包装

材の 80％を再利用またはリサイクルするという目標で、環境省とデンマーク産業協会、

包装材産業協会、紙・ボール紙製造業者協会、デンマーク=プラスチック産業協会との間

で結ばれている18。同じ年にドイツでは包装廃棄物規制令が定められ、製造者、販売業者

に回収とリサイクルの義務を課した。これに応じる形で民間企業が連携し、非営利のデュ

アル・システム・ドイツ社という会社を設立して家庭用と中小企業からの包装材の収集・

リサイクルを請け負った。 

翌年の 1992 年にはフランスでラロンデ法が可決、家庭包装材の再生とリサイクルを引

き受ける企業の設立を求めている。再生とリサイクルの義務は充填業者と輸入業者にあり、

収集と分別は従来どおり地方行政の義務としている。同年、これをうけて商品と包装材の

素材業者、輸入業者、小売業者が株主となって家庭包装材を扱うエコアンバラージュ S.A.

が設立された。これは、2002年までに全家庭包装材の75％を再生するという目標のもと、

地方自治体に収集のための資金提供と助言を行い、リサイクル可能なものは受け入れると
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いう公式に認可された民間企業である。資金は「エコアンバラージュ」と呼ばれるマーク

のライセンス料で、個々の企業はライセンス料を支払う代わりに包装材にこのマークをつ

けることで、回収・リサイクルの義務をエコアンバラージュ S.A.に委任できる。包装材の

素材に関係なく、重量か体積かを選択して支払うこと、リサイクル・焼却・コンポスト（堆

肥化）に優先順位がないことが特徴的である19。 

1993 年、オーストリアで包装法が可決され、ベルギーでは包装材への課税を含む環境

税法が連邦議会で可決された。オーストリアでは包装材関連企業、充填・梱包業者、小売

業者が株主となり、家庭用・事業用を含む全包装材廃棄物を対象とした非営利企業の ARA

を設立し、ベルギーでは民間が環境税法の導入に対抗する形で FOST Plus を設立した。

オーストリアではその後、1996 年に包装法が改正され、包装材に関連する全企業に無料

で回収・再利用を義務付けた。ARA はマークのライセンス料を素材、容積、重量別に細

かく分類して、8 つのリサイクル企業と合同で収集、リサイクルを行っている20。 

 ベルギーでは 1997 年に家庭包装材に関する地域間共同合意が結ばれ、充填業者、輸入

業者は収集の義務と、収集・分別・再生にかかる全コストを負担する義務を負った。FOST 

Plus は素材業者、包装材業者、充填業者、食品・洗剤業界等のメンバーが株主となって

おり、地方行政に対して分別収集にかかる資金の提供とリサイクル業者の入札の管理を行

っている。ガラス・紙類・プラスチックボトル・金属・飲料用カートン以外は焼却による

エネルギー回収の方法で再生されている。また、事業用包装廃棄物は 1998 年 5 月より回

収、再生が義務付けられ、VAL-I-PACKが引き受けている21。 

一方、1994 年に包装材と包装廃棄物に関する EU 指令が出たことから、この目標を達

成するために、スペイン、アイルランド、ポルトガル、ルクセンブルク等でも包装廃棄物

に関する法律が制定され、家庭包装廃棄物の収集とリサイクルのために資金を提供する非

営利の会社が民間企業によって設立された。特徴的なのはポルトガルで、1997 年と 1998

年の法令で家庭包装材のうち、リユース可能なものにはデポジットと回収システムの確立

を、不可能なものには統合再生システムを義務付けており、リユースを優先とした明確な

区分分けを行っている22。 

 こういった包装材リサイクルの流れを見ていると、廃棄物処分場の問題があったこと、

欧州内で足並みをそろえる必要があったことなどを共通点として出発しているものの、目

標や価値観はさまざまであることがわかる。オーストリアの ARA、ドイツのデュアル・

システム・ドイツ社はそれぞれ独自に調査を行い、リサイクルによって包装材の生産の抑

制、素材の代替などが行われたと発表しているが、抑制は意識されていないというルクセ
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ンブルクや、フランスのエコアンバラージュ、アイルランドの Repak Ltd.のように包装

材の素材によって異なるリサイクルコストを料金に比例させてこなかったところなど（ア

イルランドの Repak Ltd.は 2000 年 1 月から素材別料金制度を導入予定）、抑制や代替の

進展状況だけをとっても違いは大きい。また、資金の拠出という点ではほとんどが包装材

につけるマークの使用料という形をとっていたが、その資金の使用方法については協力関

係にある特定のリサイクル企業に再生をまかせている場合と入札によって決定している

場合など、ここにも差が見られた。 

 

（2）現在の環境対策の潮流  

(a)循環型社会と 3R（Reduce,Reuse,Recycle）および 5R 

 1980 年代後半からヨーロッパでは、使用する資源を減らし、使うものは極力社会のな

かで循環させること、また破壊されつつある自然の循環を回復させ、活用することが環境

対策のなかの共通テーマとなっていった。これは社会のありかたとしては「循環型社会」

と呼ばれ、資源の利用については 3R という言葉で表現された。3R は資源の利用の優先

順位を示すもので、使用の抑制が最重要であり、次に再利用、最後にリサイクルを行うべ

きだという考え方で、廃棄物処分場の逼迫から廃棄物抑制のための概念として広まってい

た。現在では、廃棄物管理の面において「予防原則に基づく廃棄物管理の優先順位」とし

て 1.回避（Refuse、Avoidance）2.最小化・減量化（Reduce）3.再使用（Reuse）4.再資

源化（Recycle）5.リカバリー（Recovery）サーマル・リサイクル、ケミカル・リサイク

ル、コンポスト  6.処分処理（Ｔ・Ｄ）という 5R が使用されている。ここでいう再資源

化とは、機械による粉砕などを経て収集前と同等もしくは別の製品を生産することで、サ

ーマル・リサイクルは焼却した際の熱を利用すること、ケミカル・リサイクルとは化学的

な処理を行うことで複合プラスチックなどを油化、ガス化するほか、化学原料として利用

することである23。サーマル・リサイクルは焼却してしまうため、素材を活かすことはで

きないが、リサイクルのために必要とするエネルギーや物質は比較的少ない。一方、ケミ

カルリサイクルは使用するエネルギーや物質、環境に与える影響と経済性を懸念する声が

多く、この両者とコンポストは以前と同等の製品に戻すことができないため、優先順位が

下げられていると考えられる。どちらにしても、リサイクルの位置付けは低い。 

 

(b)LCA(Life-cycle Assessment)手法に含まれる概念の普及 

資源の利用方法の優先順位を定めたのが 3R（5R）であったのに対して、個々の商品を
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生産から廃棄まで時系列に追って、環境に与える影響を総合的に評価しようというのがラ

イフサイクル・アセスメントという手法に含まれる概念である。ライフサイクル・アセス

メントは原材料の採取から製造、流通、使用、廃棄処理にいたるまで商品のライフサイク

ル全体を通じて環境に与える負荷を測定、分析、比較し、総合評価することで、まだ確立

された手法はなく、現在さまざまな方法が試されている。これまで一面的になりがちだっ

た製品の環境負荷分析を、定量的・総合的に行うことができる一方、比較や条件の設定の

難しさのほか、データの質や収集の問題を抱えているが、欧州では 1980 年代から研究が

はじまっている。また、ISO による国際規格化も進行中で、97 年に「ライフサイクルア

セスメント・一般原則」が、98 年には「ライフサイクルアセスメント・インベントリ分

析：一般」24が発行されている25。 

 

(c)リサイクルに対する評価の低下 

第 2 節（1）で見てきたように、欧州の包装材リサイクルは包装材の抑制というよりも

リサイクル率の達成が基本的な目標となっており、資源、ことに廃棄物の取り扱いの優先

順位が 3R、さらには 5R と変遷していく中で、リサイクルのみを重視する法制度と企業

のありかたに疑問の声があがっている。同時に、リサイクルが環境負荷の点からはたして

適切なのかどうか、という問いが、LCA の概念の普及からさらに高まっている。つまり、

欧州では包装材リサイクルが広がる一方、リサイクルに対する評価は下がっているのであ

る。 

資源・エネルギーの利用を抑制し、かつ環境負荷の少ない方向へ持っていかなければな

らないのは自明となっている。このことを、規制や税制といった政府による禁止則と市場

経済による自由則の組み合わせによって解決すべきだとした多辺田政弘の主張26は代表

的な考え方である。では、リサイクルの位置付けはどこにあるのだろうか。 

ベルギーの例を見てほしい。ベルギーでは、環境税の導入に対抗する形で民間による包

装材リサイクルが始まっている（第 2 節（1）参照）。ここからわかることは、リサイクル 

は政府の禁止則が受け入れられ、整うまでの移行期として存在するのではないだろうか、

ということである。第 1 節では、リサイクルが物理的、社会的、経済的に条件を満たした

とき、ようやくその存在が認められるということを述べたが、実はこれらの条件はリサイ

クルには限らないものである。従来よりもエントロピーを低く保ち、環境負荷を少なくし、

それが社会的にも環境保全を促進させ、経済的になりたつ取り組みというのは、直接的な

資源・エネルギーの抑制策であれ、環境税であれ、今後社会に必要と思われる全ての環境
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対策に問われることなのである。リサイクルは、ある意味でこれまでその限界を示し、批

判を受けることで、環境対策に必要な条件を明確にしてきたといえよう。 

それでは、リサイクルは今後も移行期としての役割を果たせるのだろうか？実際に現在

ある包装材リサイクルはどういう状況で、これを移行期として利用するには何が問題で、

何をもっと生かすべきなのか？（1）でみたように包装材リサイクルの進んでいる欧州の

なかで、ある程度モデルとして存在したのがドイツである。 

高い目標や抑止計画の進み具合、収集・分別・リサイクルへの積極的な関与、情報公開、

そしてなにより、経済的、自然科学的側面からすでに多くの批判を受けてきており、それ

に対応する形で発展してきているという点でドイツの包装材リサイクルに以下、焦点をあ

て、検討していきたい。 

 

 

第 2 章 ドイツにおけるリサイクル政策と包装廃棄物規制令 

 

ドイツにおける包装材リサイクルは、1991 年に制定された「包装廃棄物規制令」（包装

廃棄物回避のための政令）とこれを改正した「包装廃棄物の回避と利用に関する 1998 年

8 月 21 日付けの政令」に基づいて進められてきた。さらにこの二つの政令は、ドイツの

廃棄物行政の一環として 1986 年の廃棄物回避・処理法と 1994 年の循環経済・廃棄物法

の流れにのっとっている。 

 第 2 章では、ドイツでの廃棄物に対する大きな意識の流れと法のかかわりという面から、

包装材リサイクルがなぜ法制度化して進んでいったのか、その進展にどのような特色が見

られるのかを見ていきたい。 

 

第１節 ドイツにおける廃棄物政策の歴史 

 

（1）背景にある環境行政の流れ 

 ドイツの環境行政は、1970 年代末から 80 年代初頭にかけての酸性雨被害が大きな発端

になったといわれている27。酸性雨によってドイツ各地の森林が汚染され、深刻な「森林

の枯死」を招いたため、環境保護市民運動が急速に進展したのである。1983 年夏には、

バーデンヴュルテンベルク州の森の半分、約 64 万 5000 ヘクタールが被害にあっている

という報告がされ28、その後 1986 年には全国の森林面積の 50％以上が大気汚染の被害を
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受け、エルツゲビルゲ、シュヴァルツヴァルト（黒い森）は壊滅的な状況に陥ったといわ

れた。こうしたことから、1970 年代終わりごろから州議会に議席を得ていた急進的な環

境保護・反核グループの「緑の党」が 1983 年には連邦議会に 27 議席を獲得した。また、

ドイツ連邦の与野党も環境保護を党の重要な政策方針に決定し、推進した。そして 1986

年のチェルノブイリの悲劇が決定的な要因となり、同年には連邦環境・自然保護・原子力

安全省が設置された29。 

こうして環境問題が連邦政府の行政に反映される下地ができていく一方で、16 の連邦

各州も環境行政を進めている。基本的に、州ごとで独立した行政を行うことができるため

30、廃棄物管理、土壌汚染の浄化31、自然保護、エネルギー政策など各州特色のある環境

行政を展開している。 

  

（2）廃棄物法の沿革  

 ここでは主な連邦の廃棄物法と廃棄物に対する意識の変遷を見ていく32。 

 1972 年以前は市町村の条例法による廃棄物処理が行われ、ドイツ全国で統一した法制

度は存在しなかった。憲法でも廃棄物管理に関する立法権がどこにあるか、明記されてい

なかった。急速に増加する廃棄物を制御できないため、当時 5 万箇所のごみ捨て場が無秩

序に乱立していたという。しかし、そうした中でもガラス瓶、アルミ缶についてはデポジ

ット制が普及していった33。（略）このような背景のもと、州、郡および市町村レベルの

自治体を超える広域的な廃棄物処理の必要性が自覚され、憲法の改正によって廃棄物管理

に関する立法権限（州との競合的立法権限）が連邦に付与されることになった。その結果、

1972 年に最初の連邦廃棄物法が制定されている。同法は、発生した廃棄物を単に処分す

るという狭義の廃棄物管理の考えに基づいており、「排出物が環境汚染をもたらさないよ

うに処理する」という典型的なエンド対策にとどまっていた。 

 その後 4 度の改正を経て、発生回避・リサイクルを含む廃棄物管理の重要性が認識され

るようになり、1986 年に廃棄物回避・処理法が制定された。この法律の大きな特徴は、

廃棄物管理上の優先順位（1、発生回避、2、再利用、3、処分）を導入したことである。

このことは、排出者責任や予防主義の概念を含んでいるという点で大きな前進であった。

この法律に基づき、ダイオキシン対策を含む処分場の基準の強化、包装廃棄物規制令の制

定等が行われたが、一方では 1991 年からすでに改正を求める動きが始まり、連邦参議院

（州の代表機関）、与野党、連邦環境省などで議論がくりかえされた。 

 このようなドイツの動きと並行して、ヨーロッパでも廃棄物戦略がたてられていた34。
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1989 年に EC は「廃棄物戦略ドキュメント」を出し、そのなかで三つの原則を打ち出し

た。第一は「未然防止の原則（予防主義）」である。それまでは排出した廃棄物や表面化

した環境汚染にあとから対処する形だったが、それよりも廃棄物を未然に出さないように

するほうが、コストも安く、環境を保全する点からも望ましい、という内容だ。第二は「汚

染者負担の原則（排出者責任）」で、廃棄物を排出したり環境を汚染した人が、その環境

コストを支払うべきという原則である。そして第三が「共働原則（協調主義）」で、生産

者、流通者や消費者、そして時には行政もくわえて環境負荷への責任を共有しようという

ものだ。 

 こうしたヨーロッパ全体の流れにものり、長い討議の結果、1994 年に循環経済・廃棄

物法が制定され、1996 年から施行されることとなった。この法律では、EU 法の廃棄物

概念を導入して廃棄物の適用対象を大幅に拡大したほか、生産者、排出者にそれぞれ重要

な義務を課した。生産者は廃棄物発生をできるだけ抑制し、使用後も環境に適した再利

用・処分ができるよう、設計、製造しなければならない（しかし、具体的な政令にはほと

んど指定されていないため、その実効性には疑問を持たれている）。また事業用廃棄物の

排出者は、排出者負担の原則にのっとって自ら廃棄物の再利用・処理を行うか、第三者（民

間処理事業者等）に委託することが求められている。廃棄物回避・処理法で導入された予

防主義と排出者責任がより明確にされたのであった。また、廃棄物処分が適正に行われる

ように認定専門処理事業所制度も導入された。 

 この廃棄物法の経緯には、中曽利雄が言うように①「処分→回避・リサイクル→循環型

経済への発展という明確な流れ」があり、その結果 1994 年の「循環経済・廃棄物法」と

して②「排出者・汚染者・原因者負担主義と事業者責任の原則を内容とし、循環社会の確

立を目指す画期的な法律」35が誕生したことがわかる。①の流れは典型的な廃棄物対策の

発展形態であり、②は第１章第２節で述べた環境対策の潮流を含む一種の理想型であると

いえよう。しかし、実態はどうなのだろうか。包装廃棄物規制令の背景となった二法に絞

って、もう少しくわしく内容と実情を見てみたい。 

  

第 2 節 包装廃棄物規制令の背景 

 

（1）廃棄物回避・処理法 （略） 

（2）循環経済・廃棄物法 （略） 
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第 3 節 包装廃棄物規制令 

 

（1）包装廃棄物規制令の誕生 

かねてからデポジット制の進んでいたドイツだが、70 年代に入って大量のワンウェイ

容器が出回るようになり、それにつれて家庭廃棄物のなかで包装廃棄物の占める割合があ

がってきた36。廃棄物処分場の残余容量が急速に減ったこと、年間排出される都市廃棄物

（家庭からの廃棄物と一部事業用廃棄物を含む）約 4000 万トンのうち包装廃棄物が容積

にして約 50％、重量で 30％を占めていたことから、1991 年に包装廃棄物規制令が制定

されたという37。しかし、その前に第 1 章第 2 節（1）で述べたデンマークのビール及び

清涼飲料の容器に関する法令があったことを忘れてはならない。このときドイツは、非関

税障壁であるとして欧州裁判所に提訴した。だが、1998 年に判決はデンマークを支持し

た。このことも、ドイツにおいて包装材リサイクルが法制化するひとつのきっかけとなっ

たといわれる38。 

 

 

表 3-1 旧包装廃棄物規制令および改正包装廃棄物規制令で定められた基準と 

1997 年の DSD社によって達成されたリサイクル率の比較 

（参照：在日ドイツ商工会議所編、発行『ドイツ包装廃棄物規制令その後の動向』1994 p.p.97~98、

フェアハイエン,ローダ、ヨッハイム・H・シュパンゲンベルク報告 中曽利雄総編訳『環境先進国ド

イツ 循環経済・廃棄物法の実態報告―最新主要法令と実際』（エヌ・ティー・エス、1999）p.p.220~221、

Duales System Deutschland AG “Annual Report 1997” Duales System Deutschland AG,1998 

p.15） 筆者作成 

注）表中、＊のついたプラスチック以外は素材的利用（メカニカル・リサイクル）が義務付けら

れている。 

＊のついたプラスチックはそのうち少なくとも６０％をメカニカル・リサイクルすることが

義務付けられているが、残りについてはリサイクル方法の指定はない。 

素材名 旧包装廃棄物規制令
によるリサイクル率

改正包装廃棄物規制令
によるリサイクル率

1997年DSD社が
達成した

（単位重量％） 1 9 9 5年7月30日以降 199 6年1月1日以降 リサイクル率
ガラス 72% 70% 89%

紙・ボール紙 64% 60% 93%
プラスチック 64% 50%* 69%
スチール 72% 70% 84%

アルミニウム 72% 50% 86%
複合パック 64% 50% 78%
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こうして、製造者と販売者に包装廃棄物の回収と再生を義務付ける包装廃棄物規制令が

誕生した。対象は輸送用包装材、二次包装材と販売包装の三種で、製造者と販売者は自ら

使用済み包装材を収集・リサイクルしなければならない。このうち、企業が輸送用に使用

する包装材と店頭で使用される二次包装材（宣伝などのために包装済みの商品の上に使用

するもの）については、その包装材の製造者及び販売者が自ら回収・再生しなければなら

ないが、家庭で消費されるその他の一般包装材（販売包装と呼ばれる）については第三者

機関に委託することを可能とした。達成しなければならないリサイクル率（表 3-1 参照）

は各素材ごとに設定されている。（正確に言えば旧基準値は「回収したものの内、リサイ

クル用に分別しなければならない包装廃棄物の割合」39であり、リサイクル率というより

分別率で、量の証明も分別工場からのアウトプットのみであった。このことは規制令の改

正時に変更されている40）また、リサイクルの方法については素材的利用、すなわちメカ

ニカル・リサイクルのみと規定している41。これはリサイクルの中でも優先順位の高いも

ののみを認めた内容として評価された。その他、リサイクルに対して再使用の優先順位を

確保するための方策として、リターナブル可能なビール、ミネラルウォーター、果実ジュ

ース及びワインの容器について、72％の法定リターナブル率が定められており、この値を

下回ったときにはワンウェイ容器も含む全飲料容器に関して自動的に強制デポジット制

度が発動する42。（以下略） 

 

（2）EU 指令と包装廃棄物規制令の改正 

包装材リサイクルの法制度化がドイツをはじめ各国に広がるなかで、EU も 1992 年に

出した包装材と包装廃棄物に関する EC 指令を改正し、1994 年に包装廃棄物に関する EU

指令（94/62/EC）を公布した43。その目的は、包装廃棄物に関する加盟国の法令を調和さ

せ、環境保全を推進しつつ内部での貿易障壁を回避すること、包装廃棄物の発生抑制と再

利用を促進することにある。具体的には、加盟国に包装材の抑制、再使用を薦め、リサイ

クルについては設定された目標値を達成するように定めている。加盟国は 2003 年までに

包装材を重量で最低 50％、最高 65％再生すること（焼却によるエネルギー回収を含む）、

各素材ごとに 15％を下限として最低 25％、最高 45％をリサイクルすることが求められ、

そのための国内法整備を 1998 年までに行わなければならない。そのため、欧州各国でさ

らに法制度化が進み、1998 年末までに14 の加盟国が自国で包装廃棄物の規制令を可決し
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ている44。 

ドイツでは、施行されたものの包装廃棄物規制令の問題点が数々指摘され、そこに EU

指令が公布されたため、1998 年8 月、改正包装廃棄物規制令が制定されることとなった。

この内容は第 3 章でとりあげるデュアル・システム・ドイツ社の事業と問題の部分で取り

上げるため、ここでは簡単に概要のみを紹介する。 

改正の主な項目は、販売包装が達成すべきリサイクル率の改正、販売包装の収集・再生

システムの規定等の変更であった。第一条では、包装材の発生を回避することを最優先と

しているが、改正によってもこの優先順位がどのように実現されるかは不明確なままだっ

た。再利用の優先として旧包装材規制令で指定していたリターナブル率はそのまま保持さ

れているが、メカニカル・リサイクルのみと規定されていたリサイクル方法については、

プラスチックリサイクルで採算があわないことが判明してから、本来優先順位の低い化学

物質を使用したフィードストック・リサイクルおよび焼却によるエネルギー回収（サーマ

ル・リサイクル）も条件付で認めるようになっている（注 23 参照）。 

また、この改正規制令の制定直前（1998 年5 月）、循環経済・廃棄物法で廃棄物の発生

回避が第一目標とされているにもかかわらず、同じ目標をかかげた自治体の環境税法が違

法になるという奇妙な事態が発生した45。（略）ただし、その後の包装廃棄物規制令の改

正によって、自治体に、包装廃棄物規制令以外のところで独自の廃棄物回避戦略を策定で

きる可能性が与えられたため、判決の一部は効力を失っている。ここでもやはり、到達目

標は提示されていながら、いざ実行する段階になるとなかなか思うように進まない現状が

見てとれる。 

第 1 章で、リサイクルは批判を受けることで環境対策に必要な条件を具体化していく

移行期の存在ではないかという仮説を提示した。実際、ここまでみてきたドイツの廃棄

物に対する概念の変遷と法整備の現実は、リサイクルが移行期の手段として使用されて

いることを裏付けていないだろうか。法律で提示されている最終目標は、廃棄物の発生

の回避を最優先とする循環型社会であり、リサイクルは決して第一義の目標ではない。

5R で示したように、発生の回避、抑制、再使用の次にようやく二段階にわけて現れるも

ので、循環経済・廃棄物法もこれに近い形の優先順位を明示している。だが、これまで

の地域的な広がり（包装材リサイクルの欧州での法制度化の進展）と適用範囲の拡大（包

装材からその他の事業用廃棄物への応用）からみると、少なくとも取り組みやすいとい

う点では有効な移行期の手段となっていることがわかる。では、リサイクルは今後、本

来の目的－すなわち、理想的な環境対策の姿に、自然科学的、経済的、社会的に導いて



 
 

環境保全型社会に向けて包装材リサイクルの果たす役割（伊原） 

いくこと－に向かっていけるのだろうか。 

 

 

 

第 3 章 Duales System Deutschland AG 

（デュアル・システム・ドイツ株式会社）の包装材リサイクル 

 

第 1 節 デュアル・システム・ドイツ社の概要 

 

（1）包装廃棄物規制令とデュアル・システム・ドイツ社の沿革 

 1991 年、包装廃棄物の回収と再生を義務付ける包装廃棄物規制令が制定された。この

規制令によって、販売者は使用済み包装材を無償で引き取り、製造者とともに公共の処理

事業以外で再使用または素材的利用（メカニカル・リサイクル）に供しなければならない

こととなった。ただし、販売包装については一定の条件つきで回収と再生の義務を第三者

機関に委託することが可能である。デュアル・システム・ドイツ社（DSD 社）はこの制

定に先駆け、企業に代行して販売包装を一般家庭から回収し、再生する役割を負う非営利

民間企業として 1990 年に設立された46。包装廃棄物規制令により包装材を収集・再生し

なければならなくなった 95 社の民間業者が、その義務を委託する第三者機関をつくるた

めに連携し、政府の承認を受けて運営を開始したのである。  

第三者機関が満たすべき一定の条件とは、販売者の市場地域全域で定期的な回収を十分

保証し、規制令に定める収集・再生率47を満たすシステムを持っていること、そのシステ

ムは自治体における既存の収集・再生システムと調整した上で構築しなければならず、必

要な施設の引継ぎないし共用にたいして補償額を支払うことであった48。 

このため、包装材製造者と販売者からなる DSD社は、自治体、リサイクル業者等包装

材の再生を行う再生業者と契約を結び、広域的に包装材を無償で回収し、再使用もしくは

メカニカル・リサイクルによって再生することを目標として運営を開始した。無償での回

収・再生を成立させるために、システムの参加者には包装材にマーク（グリューネ・プン

クト）をつけること、そのマークの使用料を DSD社に支払うこととした。DSD社の設立

を評価する意見のある一方で、開始当時から、「本来の目標である廃棄物抑制を遠のかせ、

リサイクルにすりかえるものである」「リサイクルコストがすべて消費者に転嫁され、高

くつくだけだ」などと緑の党、市民団体、労働組合、消費者協会等から批判が出ていた49。     
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 1993 年、DSD社は 8 億 6000 万 DM という莫大な赤字から経営危機に陥り、さまざま

な問題が討議された50。最大の原因とされたのが資金面だった。料金算定のための年間包

装材利用量の報告がメーカーの自主申告に基づいていたため、過少申告や契約外のメーカ

ーのフリーライダー（ただ乗り）があいつぎ、グリューネ・プンクトのマークのついてい

る包装材の内半分はライセンス料が支払われていないものだったという。さらに、予想よ

りも消費者が収集に協力したため大量の包装材が集まったこと、プラスチックリサイクル

をはじめリサイクル全般に予想よりもコストがかかったことなどが追い討ちをかけた。こ

のため、延納金の徴収、ライセンス契約の徹底、素材別料金制を導入しリサイクルコスト

のかかるプラスチックに関してライセンス料を値上げするなど 9 つの改善策が打ち出さ

れ、94 年から経営は再び安定している。この問題は、1998 年の包装廃棄物規制令改正で

も取り上げられ、プラスチックリサイクルについてメカニカル・リサイクル以外の道を認

めること、包装廃棄物を第三者機関に委託せず、自ら収集・リサイクルする場合の報告義

務を規定することなどで対応されている51。  

 

（2）デュアル・システム・ドイツ社の現在のシステム 

(a) 回収・分別システムとリサイクル 

 回収・分別システムは包装廃棄物規制令によって現存のシステムと統合することが求め

られている。そのため、統一されたシステムはなく、地域ごとにさまざまな形態がとられ

ているが、特徴は大きく二つに分けることができる。道端回収システムと持ち込みシステ

ムである52。 

 道端回収システムでは、消費者はプラスチック・プラスチック複合材・アルミニウムや

ブリキからできた軽量包装材を指定された黄色の袋に入れ、決められた日に家の前に出し

ておく必要がある。この黄色の袋は DSD社と契約を結んでいる廃棄物取り扱い業者のト

ラックによって拾い集められる。多くの場合、紙製やボール紙製の包装材も印刷物と一緒

にこの方法によって回収されている。一方、持ち込みシステムは消費者が近所に設置され

ているリサイクルステーションまたはコンテナに集めた包装材を持っていく形になる。ガ

ラスは透明、緑、茶に分けられて通常この方法で収集される。また特定の紙やボール紙製

の包装材もこの方法で回収されている。 

 こうして収集された包装材は、包装廃棄物規制令の改正までは DSD社と協力関係にあ

るリサイクル業者に委託されていたが、この方法ではリサイクルコストが不当に高いまま

維持されるという批判を受けて、1998 年の改正によりリサイクル業者の選別には入札方
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式をとることが定められている53。 

 

(b) グリューネ･プンクトの普及と素材別料金 

 DSD 社は非営利組織であり、その活動は商標であるグリューネ・プンクトというマー

クのライセンス料から成り立っている。包装材の収集・リサイクルの義務を DSD社に委

託したい企業は、DSD 社に申請して認可を受けなければならない。認可を受けた包装材

についてはグリューネ・プンクトのマークをつけることが許され、このマークのついた包

装材は DSD社によって回収・リサイクルされる。そのかわり企業はマークをつけた包装

材の素材と重量に応じてライセンス料を支払うというシステムになっている。現在、充填

業者、梱包業者、輸入業者と販売包装の包装材メーカーおよそ 1 万 8000 社がこのシステ

ムに加入している54。 

 ライセンス料は生産者責任の原則に従って、使用される素材の種類と重量によって計算

されている。この素材別の料金は、収集と分別にかかるコストから算出されているが、リ

サイクルコストのかかるプラスチックについては、そのリサイクルコストも上乗せした料

金となっている55。また、グリューネ・プンクトが適正に使用されているかどうか確認す

るため、店頭点検など定期点検が実施されている56。 

 

(c) 企業構成 （略） 

(d) 独自の LCA 手法によるリサイクル方法の研究 （略） 

 

（3）デュアル・システム・ドイツ社の成果 

 ＤＳＤ社には現在、ドイツの市場で流通している販売包装の内 90％超の包装材が登録

されている。このうち、全体のおよそ 89％にあたる包装材が収集され、86％が何らかの

形でリサイクルされている（1997 年の数値）57。店頭で販売されている製品の包装材に

はほとんどグリューネ・プンクトのマークが見られ、各家庭には軽量包装材を収集するた

めの黄色い袋が配られているほか、ガラス、紙類用の収集コンテナも各住宅地域ごと、平

均 500 人に 1 箇所設置されている58。近年ではテーマパークや道路横のサービスステーシ

ョンのようなレクリエーション施設にも収集コンテナが設置されつつある。また、分別や

収集の方法についての啓蒙、主に廃棄物問題に関する若年層向けの環境教育も行われてい

る。 

 収集された包装材は、まず選別プラントにてさらに細かく分別されたのち、各素材ごと
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に契約している再生業者のプラントに運ばれている。ガラスは再びガラス製品に、紙・ボ

ール紙は新聞紙や段ボール類に、スチールやアルミニウムは缶やスチール板、アルミホイ

ルなどに、単一の素材からなるプラスチックはプラスチック包装材などにリサイクルされ

ている。また、メカニカル・リサイクルの難しい混合プラスチックや複合パックはセメン

ト工場の燃料や高炉の還元剤などとして利用されている。ＤＳＤ社はリサイクル量などに

ついて年次報告書を出しているほか、リサイクル方法や技術革新の内容についても不定期

に報告書を出している。 

 一方、包装材の使用も 1991 年から 1997 年にかけて減少していることが報告されてい

る。企業は包装材の素材と重量に応じてＤＳＤ社にライセンス料を支払わなければならな

いため、コスト削減のために素材をリサイクルしやすい（ライセンス料の安い）ものに代

替すること、少しでも軽く薄い簡易包装を開発することを目標とするようになったという。

このため、以前はプラスチックの部分の多い大きな包装材を生産していたメーカーが薄い

紙製のものを生産するようになったり、洗剤や液体家庭用品の詰替用レフィルが普及する

などの成果が見られている。（注 56） 

 

第 2 節 デュアル・システム・ドイツ社の事業効果 

 

第 2 節では DSD 社の財政と包装材リサイクル事業について、DSD 社が出版している

1998 年度版年次報告書（ 1999 年出版）59と Packaging Recycling -techniques and trends

（1998 年出版）60に基づいて検討する。 

現在のところ、DSD 社の経営状況に以前のような危うさは見られない。コストとライ

センス料の値下げが大きな目標となっている。現在パイロットテスト中の全自動軽量包装

用プラントが導入できれば、既存の250のプラントを80から100に統合することができ、

そのために 30％ものコスト削減につながるという61。 

 

（1） デュアル・システム・ドイツ社運営の経済的側面 （略） 

 

（2）包装材リサイクル事業の評価 

(a)グリューネ・プンクトの普及 

 1998 年の改正により、第三者機関に委託しない業者は販売包装廃棄物を自ら収集、リ

サイクルし、その量を監督省に報告をしなければならないことになった。DSD 社はこの
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改正内容を各関連産業の企業に訴えて宣伝に努めた結果、1500 の新規加入者を得たとい

う。その結果 DSD 社のシステムに加入する企業は 1998 年の間に 1 万 7234 社から 1 万

7612 社に増加した。また外国企業もおよそ 900 社が参加し、新規では 5000 社に情報を

送っているという。ライセンスを受けている商品数はおよそ 1800 億にのぼっている62。  

 

 

表 3-2 DSD社がリサイクルした包装廃棄物量（1997年と 1998 年）の比較 

（参照：Duales System Deutschland AG “Annual Report 1997” Duales System Deutschland 

AG,1998 p.16、Duales System Deutschland AG “Annual Report 1998”  Duales System 

Deutschland AG,1999 p.16） 筆者作成 

素材名 1997 年 DSD 社が    1998 年 DSD 社が 増減 

  リサイクルした量  リサイクルした量  （1998－1997） 

ガラス 273 万5000 トン 270 万トン -3 万5000 トン

紙・ボール紙 137 万トン 142 万トン 5 万トン

プラスチック 56 万6000 トン 60 万トン 3万 4000 トン

スチール 31 万トン 37 万5000 トン 6万 5000 トン

アルミニウム 4 万トン 4万 3000 トン 3000 トン

複合パック 42 万トン 34 万5000 トン -7 万5000 トン

 

 

 (b)リサイクル率 

 DSD社の統計によれば、1998 年の時点で包装廃棄物規制令が定めるリサイクル率の改

正基準を全品目で達成しているという。だが、1998 年に包装廃棄物材規制令が改正され

たことにより、これまで市場に出荷されている全包装材量に占める割合で計算されていた

リサイクル率が、今後は DSD社のライセンスを受けた商品の包装材量に占める割合で計

算されることとなった。1998 年度の年次報告書には各品目ごとのリサイクル率は記載さ

れておらず、全体の収集量（562 万 2525 トン）とリサイクルされた量（548 万 3554 ト

ン）の記述、各品目ごとのリサイクル量（詳細は表 3-2 参照）の記述のみとなっている63。

そのため、リサイクル率を判断するには 1998 年に発行された 1997 年度年次報告書から

1997 年のリサイクル量、およびリサイクル率を参考にせざるをえなかった。（表 3-1、3-2

参照） 
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 1997 年のリサイクル率は明らかに改正規制令の基準を上回っており、1998 年のリサイ

クル量はガラス、複合パックを除けば 1997 年よりも増加している。1997 年のリサイク

ル率と改正規制令の基準を単純に比較すると、ガラスは 19 ポイント、複合パックは 28

ポイント上回っており、一方リサイクル量の減少はガラスで 2 ポイント、複合パックで

18 ポイントとなっている。このデータから見ると、各包装材の消費が急増していないか

ぎり、改正規制令の基準に達しているという記述には信頼がおける。 

 だが一方で、廃棄物管理に関する個別調査で DSD社がリサイクル率を達していないと

いうデータも公表されている。このデータに従えば、DSD 社はガラス、紙・ボール紙以

外のプラスチック、スチール、アルミ、複合パックの 4 種類について旧政令でも改正政令

でも基準を満たしていないことになる64。この差は特別なバランスシートと計算方法から

生じているという。 

 

(c)リサイクル方法の適切性 

 リサイクル方法は各素材によって異なる。紙類は製紙工場で再び新聞、トイレットペー

パーやダンボール箱に、ガラスは色別に分けられ、溶かされて新しいびんに、スチールは

スチール板から缶や自動車の部品に、アルミは缶やホイルなどにリサイクルされている。

もっともリサイクルが難しいといわれ、DSD 社が力を入れてきたのがプラスチックと複

合パックのリサイクルだった。プラスチックは、コストの面からも環境の面からも、純粋

な同種の素材でできているもののみが機械の破砕などによって素材としてリサイクル可

能であるといわれている。そのため、混合プラスチックは主にフィードストック・リサイ

クルによって高炉の還元剤として使用されている。また、複合パックの代表である飲料用

カートンは紙の繊維とポリエチレン、アルミニウムに分けられ、紙の繊維は製紙工場へ、

ポリエチレンは燃料として、アルミニウムはボーキサイトの代替物としてセメント工場に

送られ、原石からセメントをつくりだす際に使用されているという65。 

これらのリサイクルは、DSD 社によればライフサイクル・アナリシスの結果に基づい

たベスト・ミックスの方法であり、包装廃棄物規制令の改正によってリサイクルしたプラ

スチックのうち 40％がフィードストック・リサイクルまたは焼却によるエネルギー回収

のどちらかで再生可能だとしても、フィードストック・リサイクルのほうが明らかに優先

順位が高いとしている。また、将来は赤外線とコンピューターをくみあわせたシステムに

よって同種のプラスチックを自動的に選別し、メカニカル・リサイクルに使用するプラス

チックの量をふやすことも研究されている66。 
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だが、このプラスチックリサイクルに関しては批判が多い。LCA 手法の視点に抜けて

いると思われる点があること、リサイクルのルートが不透明であること、リサイクル先の

工場の環境基準に疑問があること、リサイクルの用途が本来の素材を活かしたものとは思

えないこと－の 4 点がその論拠である。また、本来リサイクルの難しいプラスチックを利

用しつづけることにも疑問の声があがっている。 

 

（3）省資源化に果たす役割  

 1991 年に包装廃棄物規制令が制定されてから、1997 年までに、ドイツにおいて一人あ

たりの年間販売包装材使用量は 94.7gから 82.3gに減少しており（注５６）、DSD社によ

って 3000 万トン以上がリサイクルされてきたという67。また包装材全体でみると、1991

年以降 1310 万トンから 1170 万トンに減少したともいわれている68。しかし大都市地域で

は再び包装材消費量の増加の傾向が見られ、1991 年以降の減少傾向は包装廃棄物規制令

だけの成果ではなく、景気の動向や需要の変化にもよるのではないかという指摘もあがっ

ている。また、そもそも DSD 社が扱っているのは廃棄物の総排出量の内、わずか 1.6％

程度だという指摘もある69。 

 だが結局、全体で包装材の消費が減っているということは大きな事実だろう。導入の議

論では、リサイクルは資源の消費を抑制できるとはかぎらず、むしろ大量生産・大量消費

と両立しうるという批判があったが、少なくともこの点については DSD社はプラスの方

向性を示している。 

 

第 3 節 デュアル・システム・ドイツ社の抱える問題 

 

 DSD 社の事業は、包装廃棄物規制令とあわせてその事業効果、経済面、社会的な影響

についてさまざまな批判を受けてきている。ここでは、大きく４つの批判を取り上げ、そ

の内容を概観する。（1）と（2）は環境に与える影響からの疑問視、（3）は経済的な位置

付けと運営方法についての批判、（4）は社会に与える影響についての批判である。 

 

（1）廃棄物発生回避の効果  

DSD社がもっとも最初の段階から受けていた批判が、「廃棄物発生回避の効果がほとん

どない」ということである。そこでは、法律で義務化されているのが収集とリサイクルに

限られていることに加えて、製造者は自ら引き取るのではなく第三者に委託することがで
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き、しかも企業にとっては DSD社のライセンス料の占める割合が非常に低い（商品価格

の 1％にすぎない）ために、支払わなければならないライセンス料の負担を減らすために

包装材を回避するインセンティブがほとんど働かないことがあげられている。（注 69） 

DSD 社ではこれに対して独自に調査を行い、企業が包装材の使用を減らしたり素材を

代替していること、それによって全体の包装材使用量も減っていることをアピールしてい

る。 

 

（2）プラスチック系包装廃棄物のリサイクル 

DSD 社はプラスチックリサイクルについて早期から積極的に開発をすすめ、現在では

高い技術をもってメカニカル・リサイクルとフィードストック・リサイクルを並列的に行

っているという。しかし、そもそもプラスチック複合材はそのライフサイクルを考えると

使用を回避するべきであり、まずその点の改善が見られないこと、次にフィードストッ

ク・リサイクルは技術的・エネルギー的にかなりの作業を必要とするため、環境に与える

影響からみてもコスト面からみても問題があること、プラスチック廃棄物の一部が外国に

輸出されているという疑惑があること、の三点について批判がされている。 

1995 年には DSD社とドイツ・ヨーロッパ工業会がプラスチック廃棄物の再利用に関す

るエコ・バランスシートというテーマの調査を委託して行った。だが、この調査では積算

物質量の流れに基づく分析が行われなかったほか、それぞれのリサイクル・プロセスが環

境に与える毒性作用の有無の確認、最良のプロセスを確立するために製品に求められる特

性の提起もなされなかった。（注 69）また、プラスチック包装廃棄物がリサイクルされる

ルートも不透明で、その過程でどれだけ外国に輸出されているかわからないという批判も

ある。1992 年に、DSD社と契約してプラスチック包装廃棄物のリサイクルを引き受けて

いたフランスの廃棄物処理業者が、フランス山中に不法投棄をしていることが明らかにな

り、この事件がきっかけでドイツの廃棄物輸出はフランスの強い反感をかった。そのため、

ドイツ・フランス間では原則として自国内で処理すること、違法にフランスに輸出された

プラスチック包装廃棄物をドイツが引き取ることなどについて合意がなされている70。 

 

（3）寡占状態及びライセンス料の消費者への転嫁 

以上の二つの批判は、DSD 社の環境に与える影響という側面（廃棄物回避の原則に至

らない、リサイクルの不適切性）からのものだが、経済面でも批判がある。最大のものは、

DSD 社が包装材廃棄物を引き受ける企業としてドイツで寡占状態にあり、そのため適正
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な市場メカニズムが働かず、処理コストの高騰を招いている、という点についてである。

この処理コストは、ライセンス料に反映され、結果的に 100％価格に転嫁されている。 

この問題は二つの側面を含んでいる。ひとつはドイツ内で DSD社が寡占状態にあると

いうこと、もうひとつは当初、DSD 社が協力関係にある業者に関連業務をまかせていた

ことである。これに対して連邦政府は包装廃棄物規制令の改正時に、DSD 社以外の第三

者機関も参入できるよう、現在のリサイクル率の設定を DSD社のみのものと限定し、そ

の他は個別に目標を定めることにしている。またこの改正によって DSD社は業者に必要

な処理業務を委託するさいに、競争法上公平な手続きで入札させる義務を負うことになっ

た。（注 52） 

DSD社自身もライセンス料の高さを長期間批判されつづけたため、1999 年からライセ

ンス料を 9.5％引き下げる決定をしているが、それでも市民一人あたりの負担はこれまで

年間 49DM だったものが、2006 年までに 41DM になるだけで、さほど変わりはない、と

いう指摘もある71。 

 このような価格転嫁に反発して、ヘッセン州のラーン・ディール郡ではＤＳＤ社との契

約を破棄し、独自のリサイクルシステムを導入するという。同郡では、ＤＳＤの 10％の

コストで 97％を収集・リサイクルできるとしている72。 

また、もうひとつの価格転嫁への反発の例として容器包装のなかに生ごみが混入される

という報告があげられている。これは、DSD 社による包装廃棄物の回収が直接的には無

料であり、都市ごみが一般的に有料であるために、包装廃棄物の中に生ごみが混入される

という結果を生んだもので、1998 年の DSD社の報告によれば、不純物は 60 万トンで全

体のおよそ 1 割になっている。（注 63）このことにより、選別コストがさらにあがるとい

う悪循環のサイクルを生んでいる。 

 しかし、この問題の本質は価格転嫁だけにあるのではなく、包装廃棄物の取り扱いとそ

の他の家庭廃棄物の取り扱いに整合性がはかられていないことに大きな原因があるよう

に思われる。つまり、これは経済性の問題であると同時に、家庭廃棄物の中で包装廃棄物

だけを取り上げるという部分的な政策が全体のなかでどう作用するかという問題でもあ

る。また、フリードリッヒ・エーベルト財団によれば、今後行政による家庭廃棄物の回収

料金はさらにあがることが予測されている73。問題が拡大しないうちに、家庭廃棄物の取

り扱いも含めて考えなければならないだろう。 

  

（4）グリューネ・プンクトとエコラベルの混同 
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 ドイツでは、世界に先駆けて 1978 年にブルーエンジェルというエコラベルが誕生した。

エコラベルは環境に配慮した製品にマークの使用を認可することで、生産者と消費者が自

主的に環境保全活動に取り組むことを推進するもので、結果的に環境に負荷を与える製品

を淘汰しようという目的でつくられている。このエコラベル自体も、認可する基準の問題

や製品の淘汰に果たせる役割の限界を指摘されながら発展してきた。現在ではこのエコラ

ベルの認可の基準にも LCA の概念が持ち込まれており、生産から廃棄されるまで全過程

での環境負荷を総合的にから判断した上で認可することがのぞましいと言われている。し

かしここでも、国際機関で「エコラベルは非関税障壁ではないか」という議論がもちあが

り、ブルーエンジェルは非関税障壁になることを避けるために製造段階での環境負荷につ

いては問わないことになっている74。 

 以上のような問題に加えて、DSD 社の場合、消費者がグリューネ・プンクトとエコラ

ベルを混同しているという問題が起きており、これが批判を受ける第 4 番目の論点となっ

ている。グリューネ・プンクトはそのマークのついた包装材が DSD社によって収集・リ

サイクルを引き受けられているというだけで、包装材のライフサイクル全体が考慮されて

いるわけでも、その包装材が使用されている製品が環境によいというわけでもない。だが、

どちらも消費者にわかりやすい情報提供手段のひとつとして製品あるいは包装材にプリ

ントされているマークであるため、消費者のあいだで混同が起こるのである。これは、リ

サイクルは環境によい、という認識から、消費が抑制されないという社会影響の問題とも

共通している。何がどのような点で何と比較して環境によいのか、消費者にわかりやすく

正確な情報を提供していくことが求められているのだ。エコラベルも包装材リサイクルも、

今後、単にマークをつけるだけでなく、よりくわしい情報の提供が必要となるだろう。 

 

第 4 節 デュアル・システム・ドイツ社がドイツにもたらした社会的影響 

 

（1）企業行動の変化 

 包装廃棄物規制令の制定後、プラスチック、塩化ビニル、複合材を使用する企業がへり、

簡易包装が普及していった。ことに洗剤や日用品の詰め替え用レフィルがスーパーの店頭

に並ぶようになり、その他の包装材でも可能な限り薄く軽くというのが現在の傾向となっ

ている。だが一方で、DSD 社の年次報告書でも包装材の歴史と特性についての記述が全

体の三分の一を占めるなど、包装材関連業界の間で、包装材の回避には限界があるという

意識も高まっている。その内容は、包装材という特性上、どうしても必要な性能（中身の
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保護、取り扱いの利便性、商品の情報提供など）は省くことができないというもので、む

しろ包装材がまったくない場合のほうが痛むなどして廃棄物になるものの量は増えると

いう主張もされている75。 

このことは同様にプラスチックの素材にもあてられ、その特性上包装材として有効であ

ること、仮にプラスチックが使用できなかったら包装廃棄物は重量にしておよそ 1.5 倍に

増大するだろうという調査結果も記述してある。（注 75） 

  

（2）消費者行動の変化 

 グリューネ・プンクトのマークと分別用のコンテナは消費者の間にも浸透しており、10

人に 9 人が収集に協力しているといわれている76。DSD 社では広報活動と環境教育に力

を入れており、特に若年層に対してアピールできるよう、地域での催しやリサイクルサー

カス、教員のためのセミナーなどを行っている。ある調査によると 6 歳から 16 歳までの

子供の 83％がグリューネ・プンクトをよく知っていると答えた77。だが、包装廃棄物に不

純物がまざるという状況は以前として改善されていない。 

もう一つの懸念材料は、現在デポジット制度を導入しているリターナブル容器の回収率

が下がっているという問題だ78。包装廃棄物規制令では、リターナブル容器については

72％のリターナブル率を定め、これを下回ったときには、全飲料容器に対して自動的に強

制デポジット制を導入すると定めている。この条項は EU から輸入数量制限の禁止に違反

するとして勧告を受けているが、改正規制令でもこの数字は保持されている。つまりこの

規定によってリターナブルの優先順位を確保していたのだ。しかし、1999 年に入り、こ

のリターナブル率が法廷率を下回り、規制令にしたがって比率の再調査中であるという。

DSD 社は、この原因を消費者行動の変化と位置付け、ワンウェイ容器までがデポジット

されることで本来のリターナブル容器のシステムが崩壊することを懸念している。 

 だが、かりにリターナブル率が下がった原因を消費者行動の変化だとすると、DSD 社

が主導するワンウェイ容器のリサイクルという形態に慣れたこととの因果関係が疑われ

る。 

 

（3）リサイクルシステムの試金石 

DSD 社はドイツ国内のリサイクル組織の一例として、また EU 内の包装材リサイクル

の先駆者として存在してきた。1998 年の段階で新規に海外の 5000 の企業に情報を提供

し、欧州内でも PRO EUROPA（ヨーロッパ包装材再生組織）という組織を構成して国際
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協力の推進に取り組んでいる79。リサイクルシステムの試金石と呼ぶことも可能であろう。 

 だが、DSD 社の包装材リサイクルはけっして完全なものとは言いがたく、いくつかの

問題点を抱えている。環境に与える影響の面では、プラスチックリサイクルとリサイクル

率の問題が大きい。打開の方向は、DSD 社の情報公開だろう。プラスチックリサイクル

のルートと環境負荷、環境対策についてさらに詳細なデータが公表されるべきであり、そ

のデータに基づいて中立的な立場の第三者機関がリサイクル率の発表や、LCA からの検

討を明らかにしていくことが求められる。このことは経済面でも同様である。収集・分別・

リサイクルの契約を結ぶ相手との契約方法、入札方法などを明らかにし、市場原理にもと

づいたコスト負担に移行していかなければならない。 

それとは別に、DSD 社を取り巻く環境にもいくつかの問題が存在する。一つは、包装

材リサイクルの限界が見えてきているという点だ。DSD 社は販売包装の 9 割以上を取り

扱っているが、それでも全廃棄物量のわずか 1.6％にすぎないという（注６９）。総量とし

てみれば、リサイクルできている資源はほんのわずかであること、そして包装材という特

性上、すべてを回避することはできないという問題だ。だが、これはだからといって DSD

社が達成してきた事業や包装材の抑制といった効果を否定するものではないし、今後の事

業の意味を否定するものでもない。 

もう一つは、法律との関連で、包装材廃棄物規制令が収集とリサイクルにしか具体的な

目標や義務を課していないこと、製造者が直接引き取り、かつ全責任を負うべき義務に抜

け道をつくったこと、循環経済・廃棄物法等のなかで廃棄物全体の動きに調整がとれてい

ないことがあげられる。これらは完全に法律上の問題であり、改正を進めるべきであろう。 

こうした問題点のなかで、DSD社が果たしてきた役割とは何なのだろうか。 

評価すべき点は、ワンウェイ容器のリサイクルを進め、包装材の削減に貢献してきたこ

と、各界との連携や消費者への早い段階でのシステムの浸透、グリューネ・プンクトの欧

州での普及と国際協力などがあげられる。また欧州で最大のプラスチック生産国であり消

費国でもあるドイツ80にとって、包装廃棄物の分野でプラスチック・リサイクルと環境負

荷の分析の研究が進むのは非常に重要なことといっていいだろう。一方で、ワンウェイ容

器のみを扱うことの限界、情報公開・評価基準の必要性、製造者が直接責任を負わないシ

ステムの抱える問題（コストの内部化もリサイクルしやすいものへの開発も進まない）等

も明らかになった。また、廃棄物輸出問題も引き起こし、そこから自国内処理という原則

が導き出された。 

ここで達成された内容と提起された問題とは、リサイクル全般にもあてはまる。DSD
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社への批判をきっかけに、すでに応用されていることもある。たとえば循環経済・廃棄物

法に生産者の義務として廃棄物の回避が明記されたこと、廃棄物輸出問題から導き出され

た合意、廃棄物回避に向けて州が自主的な措置を取れるようになったことなどである。こ

れらは DSD社、ひいては包装材リサイクルの抱える問題が表面化し、その対処策がはか

られることで、結局は全体の問題解決に向けた取り組みの進展につながったものだといっ

ても過言ではない。DSD 社は結果的に、社会にリサイクル、あるいは環境対策の抱える

課題や問題を周知させる役割を担っていたといえるだろう。そしてこれは、第 1 章で分析

したリサイクルの役割－すなわち、移行期として環境対策に必要な条件を明確にしていく

こと－と照応するものである。 

 

 

終章 包装材リサイクルの果たす役割と今後の課題 

 

第１節 ドイツにおけるリサイクル政策の今後の展望 

 

（1）包装廃棄物規制令の課題 （略） 

（2）循環経済・廃棄物法への応用 （略） 

 

第２節 リサイクルの理論的な位置付け 

 

リサイクルの理論的な位置付けを考えるために、ここで再び、第１章で整理したリサイ

クル批判に戻って検討してみたい。第一の批判は、リサイクルによって全体の未使用資源

の利用が減るとは限らず、未使用資源の利用が減らなければエントロピーは増えこそすれ、

減ることはないというものであった。第二は、リサイクルが心理的に資源の大量消費を肯

定する免罪符に働くのではないか、という危惧だった。そして最後はリサイクルの経済性

に関する問題についての批判だった。では、実際のリサイクルはどのような状況だっただ

ろうか。 

ドイツの包装材リサイクルでは、これまでは全体の包装材の使用量が減っていることが

わかっている。だが、使用量の減少が本当にリサイクルによるものかどうかはわからない

こと、回避された包装材は全体からみればわずかな割合であり、回避には限度があること

も説明した。リサイクルそのものは原材料回避に果たす効力が薄いため、規制が必要であ
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ることを本章第１節で述べた。欧州でも、2000 年 7 月に包装材に関する EU 指令を改正

し、そのなかでこれまでのリサイクルのみでなく、原材料の使用削減による発生量の抑制

を目標とした「生産・組み立てに関する特定の基準」を定めている81。 

こうしてみると、リサイクルは原材料の回避にあまり貢献できないのだから、未使用資

源の利用は減らず、やはり意味がないではないか、という意見が出てくるかもしれない。

しかし重要なことは、リサイクルの環境に与える影響を評価するとき、3R と混同しては

ならないということである。リサイクルを評価するには、リサイクルをするときとしない

ときについて、すべてのエントロピーと生化学的影響について比較するべきなのである。

一方、3R が示しているのは原材料の使用を削減したとき、再使用したとき、リサイクル

したときの比較優位にすぎない。すなわち、原材料の使用の回避につながるかどうかだけ

では、リサイクルの適切性を判断することはできないのである。この点の混同が、現在の

リサイクル批判の多くを形作っているように思われる。 

それでもなお、リサイクルをしないときに比べて本当にリサイクルは環境によいものか

どうかという問題は残る。これは、LCA の発展によらなければ答えを出せない問題であ

る。心理的な影響の側面でも、ドイツのリターナブル容器の回収率の問題を見ると、すく

なくともワンウェイ製品を肯定する役割を持つ可能性があることは否定できない。経済面

では通常の経済活動と同様に、適正なチェックアンドバランスが必要となってくるだろう。

だが、何度もくりかえすように、これらの問題の根本である三つの条件－エントロピー・

生化学的影響からみて実施しないよりは価値があること、経済的になりたつこと、社会的

に環境によい方向に作用すること－は、どの環境対策にも共通することである。この条件

を顕在化させたこと、そして具体的に、この条件に伴う矛盾や問題を露呈し、解決の方向

を探していくことは、リサイクルの重要な存在意義であるといえよう。この機能が維持さ

れるかぎり、リサイクルの存在に意味がないとはいえない。 

環境保全型社会に向けてリサイクルが果たしうる役割とは、矛盾や問題点を表面化し、

社会に提起しつづけること、批判を受けながら進展することで、環境対策に必要な条件を

明確にしていくことだといえよう。 

（Ayako Ihara，本学大学院国際関係研究科前期課程） 
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